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基本政策推進専門調査会における調査審議について 
 

 平 成 1 8 年 ６ 月 ８ 日

総合科学技術会議事務局

 
１． 第３期計画実行開始の状況 
 
（１）総合科学技術会議の意見具申に基づき、第３期科学技術基本計画は本年

３月２８日に閣議決定され、実行段階に入った。 
（２）その実行に際し、有識者議員は「第３期基本計画を軌道に乗せる改革プ

ラン 2006」（別紙１）を総合科学技術会議に提議し、研究競争力の強化
とイノベーションの創出、制度改革、国民理解の各面でのスピーディな

改革の実行の必要性を示した。 
（３）その後、政府全体においても、１９年度予算をにらんだ経済成長力強化

のための総合的施策（「経済成長戦略大綱」）の検討が進み、その中で「科

学技術によるイノベーションを生み出す仕組みの強化」が取り上げられ

ている。（別紙２、５月 31 日の財政・経済一体改革会議（政府・与党）
及び経済財政諮問会議における資料） 

（４）５月２３日の総合科学技術会議では、有識者議員は「イノベーション創

出総合戦略」(別紙３)を提議し、世界トップレベル研究拠点や産学官連携
の本格化、新技術利用の促進など、イノベーションの源から結実までの

一貫した総合的な政策提言を行い、次回６月の総合科学技術会議で決定

する見込みである。また、さらにこうした視点も含めた「平成１９年度

の科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針について」の総合科

学技術会議決定の検討が進んでいる。 
（５）なお、有識者議員は４月２５日の総合科学技術会議において、「理数教育

の抜本的充実に向けて」（別紙４）を提起している。 
 
２． 本調査会の当面の審議方針について 
 
（１）現時点で、本調査会の審議が特に計画内容の迅速・効果的な実現に寄与

すると考えられる課題は以下の通りと考えられる。今後、１．で述べた最新の

政策動向も踏まえつつ審議を行い、その成果を総合科学技術会議及び同会議有

識者議員の様々なイニシャティブに活用していくことが重要。 
 
① 科学技術水準を高め、成果を社会に還元する上で必要な諸制度の改革 

科学技術の振興や成果還元の上で、様々な制度上の問題が存在。これらを
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実態や制度に則して調査審議し、改善意見をとりまとめる必要がある。（別

紙５） 
② 競争的研究資金制度の改革の推進 

科学研究費補助金などの競争的研究資金は研究推進と研究環境活性化の

中核的役割を担う。間接経費の拡充や審査体制の改革など、基本計画の内容

の早急な実施を図る必要がある。 
③ 科学技術を担う人材の育成確保 

人材の育成、確保、活躍の促進は「モノから人へ」を基本姿勢として掲げ

た第３期計画の成否のカギを握る。女性の採用比率などの政策目標実現に向

け、多面的な施策の早期・確実な実施が求められる。 
④ 分野別推進戦略の実施 

政策課題対応型研究開発については、選択と集中を徹底するため、総合科

学技術会議は３月に８分野について「分野別推進戦略」を策定した。(別紙６)
今後は「戦略重点科学技術」への予算重点化をフォローアップするとともに、

目標達成に向けた施策連携を強化する必要がある。 
こうした分野別推進戦略の推進を実行するため、本調査会の下に分野別推

進戦略総合ＰＴ（以下「分野別総合ＰＴ」）を設置するとともに、分野別総

合ＰＴの下に分野毎に専門家を招集した各分野ＰＴを設置する。その活動状

況については分野別総合ＰＴより本調査会に適宜報告する。その際、平成１

７年度から総合科学技術会議により各省連携を進めるイニシャティブとし

て開始されている「科学技術連携施策群」（別紙７）は、分野別総合ＰＴ及

び各分野ＰＴで推進することとする。 
⑤ 科学技術への国民理解の増進 

第３期計画は「社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術」を目指

しており、国民の科学技術への関心の低下を踏まえ、政府施策の効果的な組

み合わせ・戦略化が必要。 
 
（２）今後の審議の進め方（別紙８） 
・上記の内、①と④についてはＷＧやＰＴによる専門的検討を現時点で開始し、

その成果を本専門調査会で審議することが適当と考えられる。 
・他方、②、③、⑤については、第３期科学技術基本計画に基づき、また３月

以降に総合科学技術会議で提議された有識者議員意見を参照しつつ、各省にお

いて予算面を含む具体的対応の検討が進められているところであり、その検討

結果を踏まえて本専門調査会で議論を深め、必要に応じ専門的検討体制を設置

することが適当と考えられる。 
以上 




